
歳　入
163億2008万
7千円

自主財源　　
23億1333万
　9千円
（14.2％）依存財源

140億674万8千円
（85.8％）

町税 10億3269万1千円（6.3％）

寄付金　1434万5千円（0.1％）
財産収入　1684万8千円（0.1％）

繰入金　7億9007万3千円（4.8％）

使用料及び手数料
7237万2千円（0.5％）

繰越金　9775万6千円（0.6％）
諸収入　2億2645万3千円（1.4％）

分担金及び負担金
6280万1千円（0.4％）

地方交付税
28億6448万7千円
（17.6％）

町債
3億7330万円（2.3％）

県支出金
98億9633万2千円（60.6％）

地方譲与税　9976万7千円（0.6％）

国庫支出金
6億55万5千円
（3.7％）

地方消費税交付金
1億3523万8千円（0.8％）

自動車取得税交付金　2779万8千円（0.2％）

地方特例交付金　281万7千円
利子割交付金　265万4千円
交通安全対策特別交付金　190万円
配当割交付金　154万3千円
株式等譲渡所得割交付金　35万7千円

　

平
成
24
年
度
は
東
日
本
大
震
災
及
び
原
発
事
故
に
よ
り
被
っ
た

「
マ
イ
ナ
ス
」
の
状
態
を
「
ゼ
ロ
」
の
状
態
に
再
生
さ
せ
、「
プ
ラ
ス
」

へ
の
復
興
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
事
業
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、
前
年
度
決
算
と
比
較
し
て
87
億
４
，
０
６
５
万
３
千

円
増
の
１
６
３
億
２
，
０
０
８
万
７
千
円
。
歳
出
は
、
85
億
３
，

５
４
９
万
７
千
円
増
の
１
５
９
億
３
，
６
３
２
万
１
千
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
、
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
３
億
８
，
３
７
６
万
６
千

円
の
う
ち
、
25
年
度
へ
繰
り
越
し
た
２
億
４
，
３
２
４
万
２
千
円

を
除
く
額
の
１
億
４
，
０
５
２
万
４
千
円
が
黒
字
の
決
算
と
な
り

ま
し
た
。

　

24
年
度
の
主
な
事
業
で
は
、
放
射
線
量
の
低
減
を
図
る
た
め
、

福
沢
・
飯
坂
・
小
島
・
大
綱
木
・
小
綱
木
の
５
地
区
の
生
活
圏
の

除
染
と
農
地
の
除
染
を
行
い
、
被
災
し
た
役
場
庁
舎
や
旧
福
島
県

繊
維
工
業
試
験
場
の
解
体
工
事
等
を
行
い
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
屋
外
で
の
十
分
な
活
動
を
す
る
機
会
が
少
な
く
な
っ

た
こ
と
等
か
ら
未
就
学
児
と
そ
の
保
護
者
を
対
象
に
、
自
然
体
験

や
交
流
活
動
を
通
し
て
心
身
の
健
康
や
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
を
図
れ
る

よ
う
「
親
子
の
び
の
び
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
事
業
」
を
行
い
、
加
え
て

町
民
の
み
な
さ
ん
の
健
康
を
守
り
、
将
来
に
わ
た
る
健
康
管
理
に

つ
な
げ
て
い
く
た
め
に
、
内
部
被
ば
く
検
査
も
行
い
ま
し
た
。

東
日
本
大
震
災
及
び

原
発
事
故
か
ら
の
復
興
に
向
け
て

川俣町の決算
平成24年度

町が昨年度に行った主な事業と一般会計の歳入・歳出状況についてお知らせします。
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町
の
自
主
財
源
の
多
く
を
占
め
る
町
税
は
、
１
０
億
３
，

２
６
９
万
１
千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
８
９
３
万
８
千

円
（
9.5
％
）
減
額
の
決
算
と
な
り
ま
し
た
。
個
人
町
民
税
に
つ
い

て
は
、
減
免
な
ど
の
影
響
も
あ
り
１
，
５
９
２
万
１
千
円
、
4.1
％

の
減
。
ま
た
、
町
税
の
半
分
を
占
め
る
固
定
資
産
税
も
土
地
・
家

屋
と
も
、
震
災
に
よ
る
影
響
分
を
反
映
し
た
評
価
替
え
を
行
い
、

特
に
家
屋
に
つ
い
て
は
震
災
減
価
率
の
適
用
に
よ
る
評
価
額
減
少

で
大
幅
減
と
な
っ
た
た
め
、
土
地
・
家
屋
・
償
却
資
産
あ
わ
せ
て

前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
１
，
５
０
２
万
４
千
円
、
２
０
．
３
％

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　　

地
方
交
付
税
は
28
億
６
４
，
４
８
７
千
円
の
決
算
と
な
り
ま

し
た
。
地
方
交
付
税
の
う
ち
普
通
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
２
１
，

３
１
４
千
円
減
の
24
億
２
８
，
５
４
３
千
円
と
な
り
、
ま
た
、
特

別
交
付
税
に
つ
い
て
は
前
年
度
交
付
さ
れ
た
震
災
に
係
る
経
費
分

が
減
額
と
な
っ
た
た
め
１
億
９
７
，
７
５
４
千
円
の
交
付
と
な
り

ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
地
方
税
の
減
収
分
な
ど
が
補
て
ん
さ
れ
た
震
災
復
興

特
別
交
付
税
も
２
億
３
８
，
１
９
０
千
円
交
付
さ
れ
ま
し
た
が
、

総
額
で
前
年
度
に
比
べ
５
億
３
６
，
８
０
８
千
円
、
１
５
．
８
％

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　　

町
の
財
政
の
健
全
性
は
、
全
国
共
通
の
指
針
を
用
い
て
図
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
そ
の
う
ち
の
ひ
と
つ
と
し
て
「
経
常
収
支
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
数
値
が
低
い
ほ
ど
財
政
に
弾
力
性
が
あ
り
、

投資的経費

10億6392万3千円
（6.7％）

人件費
11億4490万9千円（7.2％）

扶助費
5億5203万5千円（3.5％）

普通建設事業費
9億2623万円
（5.8％）
災害復旧事業費
1億3769万3千円
（0.9％）

物件費
107億6676万8千円
（67.6％）

補助費等
7億7651万9千円（4.9％）

繰出金　7億4019万6千円（4.6％）

維持補修費　5318万2千円（0.3％）

積立金　1億5320万1千円（1.0％）

159億3632万
1千円

23億1253万2千円
（14.5％）

義務的経費

125億
5986万
6千円
（78.8％）

その他の経費

歳　出

公債費
6億1558万8千円（3.8％）

貸付金　7000万円（0.4％）

特 別 会 計 名 歳 入 歳 出 形 式 収 支

国保会計 ( 事業勘定 ) 18億3,632万3千円 17億2,428万1千円 1億1,204万2千円

国保会計 ( 診療施設勘定 ) 4万9千円 4万9千円 0円

介護保険会計 16億3,016万6千円 16億1,472万1千円 1,544万5千円

後期高齢者医療会計 1億5,877万1千円 1億5,847万6千円 29万5千円

奨学資金会計 2,597万5千円 2,597万5千円 0円

簡易水道会計 1,420万円 1,287万円8千円 132万2千円

工業団地造成事業会計 7,589万5千円 7,579万円 10万5千円

特別会計平成24年度 特定の事業については、より収支を明確にするために一般会計とは別に会計項目を設けています。
特別会計の決算は次の表のとおりです。

特 別 会 計 名 歳 入 歳 出 形 式 収 支

小島財産区会計 175万5千円 10万6千円 164万9千円

飯坂財産区会計 1,094万2千円 237万7千円 856万5千円

大綱木財産区会計 31万7千円 13万6千円 18万1千円

小綱木財産区会計 129万1千円 7万8千円 121万3千円

山木屋財産区会計 14万1千円 8万5千円 5万6千円

水 道 事 業 会 計 事 業 収 益 事 業 費 用 経 常 利 益

損益計算書（税抜き） 2億5,316万6千円 2億407万4千円 4,909万2千円

昨
年
に
引
き
続
き
町
税
収
入
は
減
少

地
方
交
付
税
は
１
５
．
８
％
の
減
少

町
の
財
政
の
健
全
性

自
由
度
が
高
い
こ
と
を
表
し
ま
す
。
24
年
度
は
町
税
な
ど
の
歳
入

の
減
に
対
し
、
維
持
補
修
費
が
増
え
た
事
な
ど
か
ら
、
８
７
．
３
％

と
前
年
度
の
８
６
．
９
％
よ
り
0.4
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
財
政
の
健
全
性
を
示
す
比
率
で
、
町
の
借
金
や
一
部
事

務
組
合
の
負
担
金
な
ど
、
将
来
的
に
町
が
負
担
す
る
負
債
の
程
度

を
示
す
「
将
来
負
担
比
率
」
は
前
年
度
8.1
％
か
ら
7.7
ポ
イ
ン
ト
増

加
し
、
１
５
．
８
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
要
因
と
し
て
は
、
町
や
関
連
団
体
が
抱
え
る
負
債
の
償
還

は
進
ん
で
い
ま
す
が
、
各
種
の
事
業
を
行
っ
た
こ
と
で
町
の
貯
金

が
減
っ
た
た
め
で
す
。
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